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新しい働き方に関する協議会等について 

 

１ 目 的 

With コロナ、After コロナの時代に合った新しい生活様式（働き方、暮らし方）

を積極的に推進することで小田原への新しい人の流れを作り、地域活性化を図る。 

 

２ 事業概要 

小田原箱根商工会議所、金融機関等をメンバーとする「新しい働き方に関する協

議会」を立ち上げ、若手や女性の視点も反映しながら、新しい働き方に係る拠点施

設のあり方や新しい働き方に関する支援等について検討・協議する。 

また、小田原の魅力やビジネス環境のＰＲ等を行い、企業誘致につなげるビジネ

スプロモーション拠点を都心に設置する。 

 

 (1) 新しい働き方に関する協議会の発足 

〇発足時期：令和３年（2021 年）７月（予定） 

      キックオフイベント：基調講演、シンポジウムを開催（予定） 

〇協議事項：・拠点施設のあり方 

・支援策検討（事業者・利用者としての取組） 

・先進事例共有 

  〇メンバー：市長、商工会議所、金融機関、鉄道事業者、不動産事業者、実践者、 

有識者など 

(2) ビジネスプロモーション拠点の設置 

〇設置場所：コミュニティ型ワークスペースの 

We Work 渋谷スクランブルスクエ

ア(専用デスク)  

  〇開設時期：令和３年（2021 年）６月１日 

〇取  組：・小田原の魅力発信

（企業誘致、都市セールス） 

・We Work 会員企業との関係構築 

・サテライトオフィス誘致業務と    

連動した商談スペース利用 

・関係構築のため魅力発信イベ    

ントの開催 

※We Work ：シェアオフィス・コワーキングスペースを 

世界 100 都市以上、800 拠点以上で展開。 

新しい働き方に対応するベンチャー企業、 

スタートアップ企業、大手企業等が利用 
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資料２ 

小田原市観光交流センターのオープンについて 

 

 令和２年度（2020 年度）から整備を進め、この度、建物の整備が完了し、周辺環境

の整備の目途が立ったことから、小田原三の丸ホールに先行してオープンする。 

 

１ オープン 

(1)日  時 令和３年（2021 年）７月 22 日（木・祝）午前９時         

※令和３年（2021 年）７月 21 日（水）については、プレオープンと

して施設のお披露目や運営のシミュレーションを行う。 

 

２ オープニングセレモニー 

(1)日  時 令和３年（2021 年）７月 22 日（木・祝）午前８時５０分 

(2)内  容 テープカット、小田原市内の中高生による演奏 

 

３ オープニングイベント（Ｔシャツアート展） 

(1)期  間 ７月 22 日（木・祝）から７月 31 日（土）まで 

(2)内  容 Ｔシャツデザインを一般公募し、デザインを印刷したＴシャツを観

光交流センター内に展示する。また、協賛企業を募り、賞を設けるほ

か、アートディレクターに作品を選定してもらい、優れた作品の商品

化を予定。 

(3)応募期間 ７月 10 日（土）まで（予定） 

(4)参 加 費 3,500 円（予定）（製作したＴシャツは、掲示後返却） 

 

４ 施設情報 

(1)開館時間 観光案内   午前９時～午後５時 

カフェ   午前 10 時～午後５時 

(2)休 館 日 12 月 29 日～１月３日（施設の保守点検等により臨時休館あり） 

(3)運営方法 指定管理者による運営（（株）小田原ツーリズムほか共同事業体） 

 

５ 施設写真 

  １階                ２階 
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小田原市公設青果地方卸売市場事業経営戦略について 

 

１ 経営戦略について 

公営企業を取り巻く経営環境は、今後の急速な人口減少等に伴うサービス需要の

減少や保有する施設の老朽化に伴う更新需要の増大など厳しさを増しており、不断

の経営健全化の取組が求められている。 

このような中、各公営企業が将来にわたって住民生活に重要なサービスの提供を

安定的に継続することが可能となるよう、総務省では、「経営戦略」の策定を要請し

ている。 

経営戦略の策定に当たっては、基本的な考え方、「投資試算」及び「財源試算」な

どについて、策定上の留意点等を示した「経営戦略策定ガイドライン」が示されて

おり、ガイドラインに沿って、「小田原市公設青果地方卸売市場事業経営戦略」を次

のとおり策定する。 

 

２ 小田原市公設青果地方卸売市場事業経営戦略（案）の概要について 

(1) 計画期間 

  令和３年度（2021 年度）から令和 12 年度（2030 年度）まで 

(2) 経営の基本方針 

  地元商業者にとって主要な仕入れ先として認識されており、安心・安全な食材

を供給する必要があることから、公設市場として経営を続けていく。 

(3) 投資・財政計画（収支計画） 

  計画的に施設の維持修繕を行い、一般会計からの繰入金に依存しない収支設定

を行う。 

(4) その他 

公営企業として実施する必要性や経営戦略の事後検証、改定等に関する事項な   

  ど 

 

３ 市民意見の募集結果について 

(1) 意見募集の期間 

令和３年（2021 年）３月 15 日（月）から４月 13 日（火）まで 

（2）提出された意見数（提出者数） 

   ０件（０人） 

 

４ 今後のスケジュール 

  令和３年（2021 年）７月 小田原市卸売市場審議会にて審議、市長へ答申 

         ８月 策定・公表 
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：

：

： 令和 3 年 月

： 令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

人

（２） 使　用　料　形　態　

※取扱い種別、施設ごとの状況が分かるよう記載すること。

～

策 定 日

事　業　形　態

計 画 期 間

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

事 業 名

団 体 名

小田原市公設青果地方卸売市場事業経営戦略（案）

小田原市

市場事業

法非適用 事 業 開 始 年 月 日 昭和47年11月22日

使 用 料 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平 成 6 年 4 月 1 日

職 員 数 2 市 場 種 別 区 分 地方卸売市場

移転・再整備なし 次 回 再 整 備 予 定 年 度 未定

　実施していない

前 回 の 移 転
又 は 再 整 備 年 度

施 設 使 用 料 の
概 要 ・ 考 え 方

民 間 活 用 の 状 況

売 上 高 割 使 用 料 の
概 要 ・ 考 え 方

広 域 化 実 施 状 況

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度

　施設の維持管理について、民間業者に業務委託を行っている

　実施していない

　実施していない

○売上高割使用料（月額）
　条例及び規則に基づき、卸売業者より徴収している。条例で卸売金額の3/1,000以内としており、
規則で卸売金額の2.5/1,000と定めている。

○施設使用料（月額）
　条例及び規則に基づき、卸売業者や施設使用者から、施設ごとの単価に基づき算出した使用料
を徴収している。

（参考）
　卸売業者売場使用料　122円/㎡、事務室等使用料　516円/㎡、倉庫使用料　207円/㎡、冷蔵庫
使用料　92,400円/機械とも一式、売店使用料　395円/㎡、会議室使用料　1,100/時間

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ
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（３） 現在の経営状況

年度

H２９

H３０

R元

年度

H２９

H３０

R元

２．将来の事業環境

（１）

（２） 使用料収入の見通し

14,397

有 形 固 定 資 産 原 価 償 却 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 　H２９

1,703

1,660

1,573

　R元

１０７％

１０７％

他 会 計 補 助 金 比 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 　H２９

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　H２９

経 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 　H２９

3,317

2,988

年間取扱高
（t）

※過去３年度
分を記載

野菜

13,189

12,784

年間税込
売上高

（百万円）
※過去３年度

分を記載

野菜

3,800

企業債残高対料金収入比率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 　H２９

取扱高（ｔ）の見通し

水産物果実

果実 水産物

4,191

4,089

3,792

％

％

　H３０

　H３０

　H３０

　H３０

　H３０

19,744

18,301

17,582

5,650

5,106

4,689

９０％

６３％

２７％

％

％

　　経常収支比率については、高い方が良い比率であり、平成３０年度以降は１００％を下回っている。これは、売上高の減少に加え、施設の維持
 修繕費等の増加が主な要因である。
　　経費回収率については、高い方が良い比率であり、主たる営業収益で必要な経費等を回収できているかを図る指標。平成２９・３０年度は１００％
 前後の比率となっており、概ね良好な経営状況と考えられるが、、令和元年度は歳出（営業費用）に大幅な支出（特殊要因）があったため、６３％と
 なっている。
　　他会計補助金比率については、低い方が良い比率であり、人件費や支払利息等の費用が一般会計繰入金等によってどの程度賄われているかを
 表す指標。年々、増加傾向にあるが、これは施設の維持修繕費等の増加が主な要因。

　　取扱高については、平成３年度の１１９億円をピークに減少が続いており、令和元年度は４７億円を切り、ピーク時の４割程度まで減少している。
　今後の予測については、人口減少及び少子高齢化等の影響で、より一層厳しくなることが想定される。
　（過去の推移については別紙１のとおり）
　毎年５億円の減少をしている

　　昭和４７年に開設された青果市場は築４８年が経過し、施設・設備の老朽化が目立ってきている。
　　順次、新規更新を図ってはいるが、今後の使用料収入の見通しについては、施設のコンパクト化等で本市場及び卸売会社の経営安定化が図ら
 れた場合、使用料率の見直しについて検討していく。
　　売上高割使用料が取扱高の減少に伴って減少する見込みである。

　　（使用料の推移については別紙２のとおり）

９７％

９２％

６％

％

％

　R元

　R元

　R元

　R元

０％

肉類・鳥類・卵類

肉類・鳥類・卵類

その他

その他

1,156

1,023

1,006

147

129

128

合計

合計
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（３）

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

目 標

組織の見通し

①　収支計画のうち投資についての説明

施設の見通し

　　施設のコンパクト化等により本市場及び卸売業者の経営安定化を図りつつ、市場運営の民営化や指定管理者制度の導入について検討していく。
　　施設については、取扱高にあった施設規模とし、改修費用及び今後のランニングコストの削減を行い、経営の安定化を図っていく。
  　単年度に改修工事等が集中し、支出が過大とならないように計画的に執行することとし、負担の平準化を図った。
　  将来的には閉鎖型の保冷庫の設置など設備の大幅な更新または新規設備の設置によってコールドチェーンを整えることが重要である。
　

　　本市には２つの公設市場が存在し、平成２７年度に開催された「小田原市卸売市場審議会」において、今後の両市場のあり方を検討する必要が
  あるとされた。
　　２つの市場のうち水産市場の方が老朽化が進んでいるため、先行して再整備の検討を行っている。
　　青果市場の今後の施設の見直しについては、今後、水産市場の再整備検討と並行し、青果市場の再整備につい ても検討していく。
　
　　（過去の工事一覧については別紙３のとおり）

　　当該事業は、経済部農政課青果市場係が所管しており、正規職員２人、会計年度任用職員２人（常時１人勤務）の体制で運営している。
　　今後も必要最低限の職員を配置し、人件費の抑制を図る方針である。

　　本市場は、神奈川県西部地域における拠点市場として、青果物の取引の適正化と流通の円滑化を図り、本市を中心とする近隣市町の市場圏約
　４５万人の食生活および価格の安定に寄与するという目的で、県下で最初の公設青果地方卸売市場として昭和４７年１１月に開場した。
　　一定規模の取扱高があり、地元商業者にとって主要な仕入れ先として認識されており、必要とされている。そしてそれらに対し、安心・安全な食材を
  安定して供給していく必要がある。また、全国公設地方卸売市場協議会災害時相互応援に関する協定に基づき、今後災害時の物資調達拠点としての
　役割も期待される。そのため、公設市場として経営を続けていく必要があり、経営戦略を策定した上で計画的な更新を進めていく。
　　施設更新については、施設の大部分が耐用年数を迎えており、現在の規模で大規模改修を行った場合、莫大な費用がかかることから、市場取扱高
 に応じたコンパクトな施設への建替えを実施していくことで、施設改修費及び今後のランニングコストの削減を図っていく。持続可能な経営体制を確立
 することで、神奈川県西部地域の食料拠点基地を目指す。
　　また、現在卸売市場として使用している土地については、今後、適正な規模や利活用を検討していく。

　ジャバラ保冷庫や変電室内トランスなどの設備の更新を順次実施していくとともに、計画的に施設の維持
修繕を行う。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

繰 入 金

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

投 資 の 平 準 化

広 域 化

そ の 他 の 取 組

使 用 料

企 業 債

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組の
方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

民 間 活 用

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

　　老朽化している施設が多いことから、計画的な維持修繕を図っていく。

　　一般会計からの繰入金に依存しないよう、現在の施設の状況を踏まえ、料金改定を検討して
  いく。

　　現状に合った施設維持に努め、計画的な修繕計画により、当面の間、企業債を発行しない
　方針でいく。

　　引き続き、一般会計からの繰入金を最小限に抑える運営を行う。

　　余剰用地（運動広場等）の見直しを行い、活用に伴う使用料の増収を検討する。

　　今後行う再整備に向けて、財源確保に努める。

　　地方卸売市場にとって、厳しい経営状況が続いていることから、本市場の経営を安定させる
 ことで、神奈川県西部地域における拠点食料基地を目指す。

　　財政基盤の強化のため、主な歳入である使用料収入を平成３０年度ベースで確保していくとともに、一般会計
  からの繰入金に依存しない収支設定を行う。
　　青果市場の未利用地についても、適正な規模や利活用を検討していく。

　　使用料については、過去３年間の平均数値を基に料金改定を行わないものとして計上した。
　　一般会計からの繰入金については、最小限に抑えるような収支計画とした。
　　（第４次実施計画の数値を令和１１年度まで継続）

　　職員給与費は、現状の青果市場管理事務所職員２名分を前提に対象期間中の経費を計上した。
　　営業費用は、令和元年度に歳出（営業費用）に大幅な支出（特殊要因）があったため、令和２年度数値をベースに計上した。

　　効率的・効果的に施設の運営が図れるよう、民間活用の方法について検討していく。

　　施設については、取扱高に合った施設規模とし、改修費用及び今後のランニングコストの削
 減を行い、経営の安定化を図っていく。

4



③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

管 理 運 営 費

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

委 託 料

　　施設利用に関しては、市場関係者の意見を取り入れ、費用対効果を考えていく。

事 業 の 意 義 、 提 供 する
サービス自体の必要性

公営企業として実施する
必 要 性

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　　現在、約１０件の業務委託を執行しているが、業務内容を精査し、統合化することで経費削減を
　 行う。

　　限られた財源の中、効果的で適正な管理運営を行い、業務の効率化などによるコスト削減に
 積極的に取り組む。また、継続的に施設の維持修繕を行うことで、施設の長寿命化を図っていく。

　　業務の効率化を図ることで、人件費の抑制を図るとともに、適正な人員配置について検討する。

　　各種流通形態での価格設定の基準となっているのが卸売市場で設定された価格であり、青果
　物価格の適正化に役立つとともに、安心、安全な青果物の供給を担っている。

　　本青果市場においては、市場関係者と市が一体となって、取引の適正化、流通の円滑化、価
　格の安定化に取り組むことで、小田原市をはじめ周辺市町住民の食生活を支えている。そのた
　め、 日々の食卓に欠かすことのできない生鮮食料品を消費者へ安定的に供給するには、市の
　開設が望ましい。

　　検証・改定時の経営状況を鑑み、施設の状況に見合った使用料の見直し及び市場運営の
 民営化等について、検討していく必要がある。
　　また、施設の改修については、本計画と同様、経営規模を考慮し実施していく。
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（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 51,906 68,862 57,559 58,900 58,900 58,900 58,900 58,900 58,900 58,900 58,900 58,900

（１） (B) 48,906 47,862 49,559 48,900 48,900 48,900 48,900 48,900 48,900 48,900 48,900 48,900

ア 36,741 35,725 37,502 36,800 36,800 36,800 36,800 36,800 36,800 36,800 36,800 36,800

イ (C)

ウ 12,165 12,137 12,057 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100

（２） 3,000 21,000 8,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

ア 3,000 21,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

イ

２ (D) 53,253 76,464 59,955 59,000 59,000 59,000 59,000 59,000 59,000 59,000 59,000 59,000

（１） 53,253 76,464 59,955 59,000 59,000 59,000 59,000 59,000 59,000 59,000 59,000 59,000

ア 21,374 21,544 22,736 21,800 21,800 21,800 21,800 21,800 21,800 21,800 21,800 21,800

イ 31,879 54,920 37,219 37,200 37,200 37,200 37,200 37,200 37,200 37,200 37,200 37,200

（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ア

イ

３ (E) △ 1,347 △ 7,602 △ 2,396 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100

1 (F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(J) △ 1,347 △ 7,602 △ 2,396 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100 △ 100

(K)

(L) 18,580 17,233 9,631 7,235 7,135 7,035 6,935 6,835 6,735 6,635 6,535 6,435

(M)

(N) 17,233 9,631 7,235 7,135 7,035 6,935 6,835 6,735 6,635 6,535 6,435 6,335

(O) 17,233 9,631 7,235 7,135 7,035 6,935 6,835 6,735 6,635 6,535 6,435 6,335

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 48,906 47,862 49,559 48,900 48,900 48,900 48,900 48,900 48,900 48,900 48,900 48,900

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

3,000 21,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

3,000 21,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,000 21,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

投資・財政計画
（収支計画）

本年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

(A)-(D)

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 97 90

赤 字 比 率 （ ×100 ）

100 100 100 100

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

96 100 100 100 100 100

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

地 方 債 残 高

本年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

収 益 的 収 支 分
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（別紙1）

青果市場取扱高の推移

数　量 金　　額 数　量 金　　額 数　量 金　　額 数　量 金　　額

㍼ 47 13,984 740,889 4,579 401,839 436 34,475 18,999 1,177,203

31,600 2,711,709 14,555 1,530,805 1,046 122,255 47,201 4,364,769

27,110 3,148,751 11,649 1,796,315 1,288 179,832 40,047 5,124,898

32,153 3,382,452 14,049 2,048,082 1,161 236,040 47,363 5,666,574

31,219 3,730,096 12,942 2,227,965 1,315 256,216 45,476 6,214,277

31,213 3,673,071 13,363 2,245,871 1,316 260,341 45,892 6,179,283

29,410 3,629,009 13,259 2,505,425 1,381 269,293 44,050 6,403,727

28,164 4,132,328 12,671 2,422,498 1,585 302,380 42,420 6,857,206

31,343 4,215,477 11,809 2,425,226 1,808 342,789 44,960 6,983,492

30,920 4,294,881 11,114 2,638,287 2,319 429,642 44,353 7,362,810

28,781 4,015,339 12,168 2,624,688 1,448 435,332 42,397 7,075,359

28,977 4,811,602 11,779 2,590,743 1,843 444,691 42,599 7,847,036

30,013 4,258,131 11,881 3,020,952 1,910 476,455 43,804 7,755,538

29,442 4,768,647 11,004 2,933,754 1,894 489,154 42,340 8,191,555

29,992 4,373,495 11,362 2,849,733 2,089 465,572 43,443 7,688,800

31,663 5,324,386 12,668 3,042,402 2,103 448,912 46,434 8,815,700

32,756 6,229,750 12,543 3,271,493 2,706 412,842 48,005 9,914,085

㍻ 元 34,056 7,072,970 11,952 3,560,143 2,638 422,402 48,646 11,055,515

31,472 7,512,179 11,777 3,878,144 2,904 473,581 46,153 11,863,904

29,897 7,428,437 11,572 3,982,498 2,926 498,137 44,395 11,909,072

30,519 6,584,550 12,222 3,908,459 2,788 466,024 45,529 10,959,033

29,948 7,132,797 12,209 3,566,347 2,869 446,015 45,026 11,145,159

29,063 6,546,445 12,410 3,934,689 3,238 403,205 44,711 10,883,545

29,658 6,382,235 11,487 3,772,542 3,241 402,411 44,386 10,557,188

31,622 6,490,337 11,390 3,778,815 3,354 420,410 46,366 10,689,562

55

56

57

58

60

61

62

63

2

3

4

5

6

7

8

※昭和47年度は11月27日開場からの実績　　 数量:トン／金額:千円

　 種別

年度

野      菜 果     実 そ  の  他 合     計

59

48

49

50

51

52

53

54
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29,399 6,640,197 11,900 3,436,647 3,124 388,933 44,423 10,465,777

26,423 6,629,879 10,721 3,364,646 2,864 357,218 40,008 10,351,743

数　量 金　　額 数　量 金　　額 数　量 金　　額 数　量 金　　額

26,172 5,503,778 10,699 3,226,280 2,709 335,944 39,580 9,066,002

24,419 5,000,775 10,506 3,037,944 2,452 303,516 37,377 8,342,235

22,559 4,275,888 10,288 2,776,180 2,467 304,836 35,314 7,356,904

22,061 4,801,174 9,394 2,580,367 2,307 286,238 33,762 7,667,779

23,349 4,877,321 8,361 2,351,453 2,190 271,967 33,900 7,500,741

21,552 4,742,078 7,344 2,231,504 2,011 250,316 30,907 7,223,898

21,991 4,379,980 7,358 1,986,965 1,870 232,363 31,219 6,599,308

22,823 4,639,021 6,994 2,208,034 1,894 235,095 31,711 7,082,150

23,551 4,795,258 6,360 1,973,248 1,797 223,774 31,708 6,992,280

24,075 4,771,270 7,091 2,039,859 1,887 235,338 33,053 7,046,467

23,541 4,771,675 7,215 1,979,542 1,774 222,663 32,530 6,973,880

21,063 4,868,947 5,795 1,923,483 1,697 214,263 28,555 7,006,693

20,907 4,487,727 5,397 1,655,675 1,522 192,813 27,826 6,336,215

19,812 4,028,430 5,165 1,626,778 1,386 175,112 26,363 5,830,320

19,211 4,213,614 5,047 1,610,248 1,404 177,028 25,662 6,000,890

17,962 3,955,494 5,095 1,708,513 1,348 170,881 24,405 5,834,888

15,334 3,787,442 4,783 1,763,026 1,312 166,531 21,429 5,716,999

14,811 3,951,089 4,315 1,660,093 1,197 151,965 20,323 5,763,147

14,397 3,800,444 4,191 1,703,486 1,156 147,046 19,744 5,650,976

13,189 3,316,945 4,089 1,660,066 1,023 129,827 18,301 5,106,838

12,784 2,988,255 3,792 1,573,536 1,006 127,961 17,582 4,689,752

＊千円以下切り捨て。

29

30

令和 元

23

24

25

26

27

28

22

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21
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※昭和47年度は11月27日開場からの実績　　 数量:トン／金額:千円

　 種別

年度

野      菜 果     実 そ  の  他 合     計
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売上高使用料 14,362 14,414 14,081 13,009 11,788 13,363

面積割使用料 18,531 18,533 18,541 18,331 18,537 18,845

その他 5,493 5,402 5,379 5,401 5,400 5,294
合計 38,386 38,349 38,001 36,741 35,725 37,502

（別紙２）
青果市場使用料の推移

（単位：千円）

項目
　　　　年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 本年度

9



（別紙3）

過去の執行工事一覧（平成元年度～）

年度 年度

平成元 冷暖房設備改修 平成12 水道管布設替

荷受所改修 13 水道管布設替

高圧引き込みケーブル改修 売場棟羽目張替え

コールドチェーン電気設備 休憩室空調機取替

業者事務所改修 16 冷蔵庫改修（床・扉等）

売場棟東側シャッター新設 17 ジャバラ式保冷庫改修

自動火災報知器新設 18 市場内舗装等改修

電気工事 19 卸売会社事務室空調改修

衛生設備 卸売会社事務室空調改修

ピット鉄蓋改修他 卸売場雨樋等修繕

6 冷蔵庫外壁塗装 23 売場棟北側部分柱・梁等塗装

鳩防止ネット設置 24 卸売場棟電動シャッター修繕

売場棟屋根塗装 25 卸売場棟事務室等空調機更新

下水道管敷設 26 卸売場棟事務室等空調機更新

フェンス新設 卸売場棟事務室等空調機更新

売場棟屋根塗装 高圧交流開閉器ほか更新

駐車場整備 28 卸売場棟事務室等空調機更新

9 ゴミ置き場設置 29 なし

外便所（簡易）改修 30 冷蔵庫棟西側冷蔵機等改修

水道管布設替 令和元 冷蔵庫棟東側冷蔵機等改修

4

20

工　　事　　名 工　　事　　名

2

15

3

7

27

8

11

※令和２年度からは、ジャバラ保冷庫や変電所内トランスなどの更新を順次実施していく。
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1 

小田原市公設水産地方卸売市場事業経営戦略及び 

水産市場施設再整備検討事業の進捗状況について 
 

１ 小田原市公設水産地方卸売市場事業経営戦略（案）の概要 

(1) 策定の背景 

  卸売市場は、生活必需品である生鮮食料品等を市民に円滑かつ安定的に供給す

るための流通拠点であり、将来にわたり持続的にサービスを提供する必要がある。 

しかし、近年における人口減少等による食料消費の減少や流通構造の変化など

に伴い、市場使用料も減少傾向にある一方で、施設の老朽化による修繕費用など

の管理経費は増加が見込まれるなど、市場の経営は厳しい状況にある。また、食

の安全・安心への意識も高まり、市場の機能と役割は高度化かつ多様化している

ことから、総務省では、経営戦略策定・改定ガイドラインにおいて、直面してい

る様々な課題や、求められる機能・役割の変化を踏まえ、中長期的な視点を持っ

た「経営戦略」の策定を求めている。そこで、将来にわたり安定的で持続可能な

事業経営を行うため、「小田原市公設水産地方卸売市場事業経営戦略」を策定する。 

なお、令和２年度（2020 年度）当初予算において水産市場経営戦略策定に係る

委託料を計上し執行したが、新型コロナウイルス感染症の影響により卸売市場審

議会の開催が遅れたため、令和３年度（2021 年度）への繰越事業とした。 

 

(2) 計画期間 

   令和３年度（2021 年度）から令和 18 年度（2036 年度）までの 16 年間とする。 

なお、社会情勢等の変化に柔軟に対応するため、必要に応じて計画の見直しを

行う。 

 

(3) 経営の基本方針 

  神奈川県西部地域の流通拠点として、相模湾西部から伊豆半島東岸で水揚げさ

れる高鮮度な水揚品（地魚）を集荷し、地域漁業を支えるとともに、小田原を中

心とした神奈川県西部地域の住民及び来訪者に、安全・安心な水産物を供給する

役割を担うものとする。 

 

(4) 投資・財政計画（収支計画） 

  経営戦略の中心となる「投資・財政計画」とは、施設・設備の合理的な投資の

見通しである「投資試算」等の支出と財源の見通しである「財源試算」の収入を

構成要素とした収支計画である。本経営戦略では、 既存施設のまま管理運営を行

うベース収支案と、再整備事業を行う収支案（整備手法２案）の３案とする。 

  ※ 本経営戦略では、今後控える水産市場施設再整備検討事業の整備費・整備ス

ケジュール等を仮設定し計画を立案する。 

資料４ 
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 ア 投資試算について 

(ｱ) ベース収支案では、既存施設を管理する上で必要な電気・機械設備等（ポ

ンプや受変電施設、立体駐車場の改修等）の更新を想定する。 

(ｲ) 再整備収支案では、(ｱ)に加え、一括・分割整備の各事業費を仮設定し、年

度ごとに割り当てた。なお、再整備事業については仮設定のため、今後の検

討を進めながら具体化していく。 

 

イ 財源試算について 

(ｱ) 市場使用料及び施設使用料については、現行の使用料率を採用する。 

(ｲ) ＳＷＯＴ分析を踏まえた行動計画の着実な履行により取扱量の増大を目指

し、市場使用料収入の向上を目指すこととする。 

(ｳ) 施設再整備に当たっては、国庫補助事業及び地方債の活用を想定する。 

(ｴ) 繰入金の最小化を目指して、収入の向上策を実施する。 

※ ＳＷＯＴ分析とは、４つのカテゴリー（強み・弱み・機会・脅威）を視点に 

外部環境や内部環境の現状分析を行う経営戦略策定手法 

 

(5) 事後検証、改定等に関する事項 

開設者（市）は、定期的な進捗確認を行いながら、概ね５年ごと又は再整備事

業の検討の進捗により設定条件が大きく変化した場合などに計画の見直しを行う。 

 

２ 市民意見の募集結果について 

 (1) 意見募集の期間 

  令和３年（2021 年）３月 15 日（月）から令和３年４月 13 日（火）まで 

 

(2) 提出された意見数（提出者数） 

 ７件（２人） 

  

(3) 提出意見の内容 

   パブリックコメントで提出された意見の内容とそれに対する市の考え方は、次

のとおり。 

 

 〈総括表〉 

区分 意見の考慮の結果 件  数 

Ａ 意見を踏まえ、政策等に反映したもの ０ 

Ｂ 意見の趣旨が既に政策等に反映されているもの ２ 

Ｃ 今後の検討のために参考とするもの ３ 

Ｄ その他（質問など） ２ 
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〈具体的な内容〉 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方 

１ 水産関係者及び市民・観

光客・釣り人が共存共栄

できる漁港づくりを目指

すべきである。 

Ｄ 本経営戦略は、総務省要請に基づく公設

地方卸売市場事業に関する経営計画に

なります。 

釣りを含む小田原漁港全体の整備計画

に関するご意見については、今後、漁港

管理者である神奈川県とも調整しなが

ら、検討してまいりたいと考えておりま

す。 

 

２ 経営改善の手法として建

物の整備だけではなく、

既存施設を活用した、運

営方針の転換を実施すべ

きではないか。 

Ｂ 水産市場施設は、老朽化や耐震性能の不

足、衛生管理機能の欠如など様々な課題

を抱えています。 

本経営戦略では、７ページ３．経営の基

本方針の中で、「地域が潤い、豊かにな

る、にぎわい水産市場」を今後の整備の

あり方のコンセプトとして掲げており

ます。 

また、13ページ②収支計画のうち財源に

ついては、本市場のＳＷＯＴ分析を踏ま

えた 13 の行動計画を位置付けており、

この新たな行動計画については既存施

設も活用しながら、今後、水産関係者と

ともに取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

 

３ 小田原漁港新港西側エリ

アに「釣り堀公園」の設置

を提案するとともに、有

識者とも意見交換し、よ

り良い公園計画のための

助言を頂いたらどうか。 

また、市民ボランティア

で釣り指導員を配置し、

マナー向上に係るルール

作りをしたらどうか。 

 

Ｄ 本経営戦略は、総務省要請に基づく公設

地方卸売市場事業に関する経営計画に

なります。 

釣りを含む小田原漁港全体の整備計画

に関するご意見については、今後、漁港

管理者である神奈川県とも調整しなが

ら、検討してまいりたいと考えておりま

す。 
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以降の回答にあたっては、再

整備事業に関する考え方を予

めご説明させていただきま

す。 

水産市場施設再整備検討事業については、本経

営戦略６ページにある(３)施設の見通しのとお

り、平成 27 年度に小田原市卸売市場審議会にお

いて、公設水産地方卸売市場の今後のあり方検

討を実施し、市が継続して開設者となり再整備

することが望ましいとの答申をいただいており

ます。 

平成 28 年度から水産関係者とともに再整備事

業の検討に入っており、既存施設の維持更新計

画とともに、再整備に係る仮設市場候補地をは

じめ、期間中の運営方法、事業費・事業スケジュ

ールを踏まえた投資・財政計画を立案しており

ます。現状では、具体的な施設の事業内容や事

業手法の検討までには至っておりません。 

以上の前提に基づき、回答をさせていただきま

す。 

 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方 

４ 市場施設の再整備にあた

っては、既存市場機能に

加え、他の機能（TOTOCO小

田原、海の生業を学ぶこ

とができる展示・体験施

設、家族連れで遊べるキ

ッズスペース、早川駅臨

時観光案内所の機能移転

など）との複合化によっ

て、漁港エリア全体の活

性化や、周辺エリアへの

回遊性向上を図ることを

検討すると良い。 

Ｃ 今後の検討にあたり、ご意見を参考とさ

せていただきます。 

なお、小田原漁港エリア全体の活性化・

回遊性の向上については、JR早川駅から

至近である立地を生かし、水産市場を中

心とした本港エリアと漁港の駅 TOTOCO

小田原が立地する西側エリアとの回遊

性向上を図るため、案内看板の設置をは

じめ、漁港周辺ガイドブックの作成や、

地元飲食店等で組織する小田原地魚大

作戦協議会と連携する等の取組を継続

してまいります。 

 

５ 津波ハザードマップ上、

再整備エリアは５ｍ以上

の浸水も想定されている

ことから、漁港関係者や

観光客の一時避難施設と

しての機能も検討すると

良い。 

Ｃ 今後の検討にあたり、ご意見を参考とさ

せていただきます。 
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６ 従来型の整備手法だけで

なく、公民連携手法等の

導入により、設計から建

設、維持管理・運営に係る

コスト削減について検討

すると良い。 

 

Ｂ 本経営戦略 14 ページ（３）①今後の投

資についての考え方・検討状況に係る民

間活用については、再整備事業における

検討の際、指定管理者制度や PPP・PFI 等

の検討を進めるとして、位置付けており

ます。 

７ 適正規模の検討や事業手

法の工夫等によって施設

整備・運営の効率化を図

り、市場関係事業者が負

担する施設使用料への悪

影響は押さえることが小

田原の水産業振興のため

には必要ではないか。 

 

Ｃ 今後の検討にあたり、ご意見を参考とさ

せていただきます。 

 

３ 水産市場施設再整備検討事業の進捗状況について 

 (1) 検討経過 

 

(2) 計画規模想定 

 ア 取扱い想定 

※ すう勢とは、過去の実績値の増減傾向をもとに、同様の傾向で仮定した未来の予

測値のこと 

 

年月・年度 体制 主な検討内容等 

平成26年10月 水産関係団体 施設改修方策等の早急な検討について（要望） 

平成 27 年３月 
市場審議会 

水産市場施設のあり方検討について （諮問） 

平成 28 年２月 開設者・再整備主体、コンセプト等 （答申） 

平成 28 年度 

準備検討会 

(水産関係者) 

現地再建の施工方法（分割施工案、仮設市場運営等） 

平成 29 年度 法的制約条件等の確認（都市計画法等） 

平成 30 年度 高度衛生管理型施設の導入 

令和元年度 所要規模再算定、売場配置、概算事業費の算出等 

令和２年度 市場審議会 経営戦略の検討（再整備を含む収支計画の仮設定） 

 現状（H28-30 平均） すう勢（R9） 想定（R9） 

取扱い数量（トン） 13,173 12,294 12,482 

取扱い金額（百万円） 9,896 9,362 10,184 
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 イ 計画規模 

→従って、現状から「同等規模」の計画規模となる。 

 

  ウ 概算整備費の試算 

※試算額については、仮設市場整備費を含む。 

 

(3) 基本方針（準備検討会での決定事項） 

  ア 市が継続して開設者となり、再整備の主体となる。 

イ 現在地に建て替える。 

  ウ 都市計画法にかかる法的制約条件がある。（開発要件、高さ制限） 

  エ 水産庁の衛生管理基準レベル３を目指す。（高度衛生管理型施設整備等） 

  オ 公民連携手法（ＰＦＩ等）を検討する。 

 

(4) 課題 

  ア 整備期間中の仮設市場用地の確保 

   （台風等による越波の影響を考慮した仮設候補地の選定等） 

  イ 維持管理費の増加にかかる市場使用料等の増額検討 

  ウ 都市計画法の制限  

エ 建物規模の縮小、売場機能を１階に集約したいといった関係者要望への対応 

オ 取引情報の電子化等、ＩＣＴ技術の導入 

カ 付帯施設の検討（観光客用駐車場等） 

 

４ 今後のスケジュール 

(1) 経営戦略策定に係るスケジュール 

・令和３年（2021 年）７月中 小田原市卸売市場審議会にて審議 

・令和３年（2021 年）７月中 小田原市長へ答申 

  ・令和３年（2021 年）８月  策定・公表 

 現状規模 所要規模 

用地面積 12,087 ㎡ 11,876 ㎡ 

岸壁延長 170ｍ 126ｍ 

建築延床面積 8,054 ㎡ 8,049 ㎡ 

整備手法案 手法説明 試算額 

一括整備案 
全市場機能を一時移転できる仮設市場を確保し、既

存施設の解体と再整備を一括で行うケース 
約５５～ 

６５億円  

分割整備案 
市場機能の一部を一時移転しながら仮設市場を確保

し、既存施設の解体と整備を分割して行うケース 
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 (2) 再整備検討事業想定スケジュール 

 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度～ 

現
行 

    

改
正 

     

経営戦略策定 市場調査、基本構想・計画策定（予備設計含む。）、設計・整備 

 

再整備手法等の検討、 

再整備基本構想・基本計画の策定 

※小田原市公共施設再編基本計画ロードマップ 

設計・整備 



：

：

： 令和 3 年 月

： 令和 3 年度 令和 18 年度

１．事業概要

（１）

人

（２） 使　用　料　形　態　

※取扱い種別、施設ごとの状況が分かるよう記載すること。

策 定 日

計 画 期 間 ～

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分 法非適用 事 業 開 始 年 月 日

小田原市公設水産地方卸売市場事業経営戦略（案）

団 体 名 小田原市

事 業 名 市場事業

昭和43年3月25日

職 員 数 2 市 場 種 別 区 分 地方卸売市場

前 回 の 移 転
又 は 再 整 備 年 度

― 次 回 再 整 備 予 定 年 度 未定

売 上 高 割 使 用 料 の
概 要 ・ 考 え 方

○売上高割使用料（月額）
　条例及び規則に基づき、卸売業者より徴収している。条例で卸売金額の3/1,000以内として
おり、規則で卸売金額の2/1,000と定めている。

施 設 使 用 料 の
概 要 ・ 考 え 方

○施設使用料（月額）
　条例及び規則に基づき、卸売業者や施設使用者から、施設ごとの単価に基づき算出した使用料を
徴収している。

（参考）
　卸売業者売場使用料　220円/㎡、事務室等・食堂・売店使用料　　440円/㎡、
　倉庫使用料　220円/㎡、容器棚使用料　58円/㎡、立体駐車場使用料　4,270円/1台
　会議室使用料　1,100円/時間

使 用 料 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平成12年10月1日

広 域 化 実 施 状 況 該当なし

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
施設の維持管理業務の一部について、民間に業務委託を行ってい
る。

 イ　指定管理者制度 該当なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 該当なし

参考資料４－１

1 



（３） 現在の経営状況

年度

H29

H30

R01

年度

H29

H30

R01

年間取扱高
（t）

※過去３年度
分を記載

野菜 果実 水産物 肉類・鳥類・卵類 その他

11,619

10,770

合計

12,513

年間税込
売上高

（百万円）
※過去３年度

分を記載

野菜 果実 水産物 肉類・鳥類・卵類 その他

9,046

8,612

合計

9,554

99%

経 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 　H29 69% 　H30 72% 　R01 66%

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　H29 93% 　H30 96% 　R01

36%

有形固定資産原価償却率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 　H29 90% 　H30 90% 　R01 90%

他 会 計 補 助 金 比 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 　H29 30% 　H30 31% 　R01

17%

○経常収支比率・経費回収率・他会計補助金比率
　経常収支比率は、年々上昇し、令和元年度には、概ね100％となっているものの、経費回収率については、70%程度に留まってい
る。他会計補助金比率も30%程度であることから、他会計繰入金に依存した経営状況にある。

○有形固定資産原価償却率
　施設の老朽化については、有形固定資産原価償却率が90％と高く、施設や設備の老朽化が進んでいると考えられる。

○企業債残高対料金収入比率
　企業債残高対料金収入比率については、平成６年度に借り入れた立体駐車場建設費が該当しているが、令和元年度をもって返済
が終了した。

　今後、取扱高の減少に伴い使用料収入も減少傾向にある一方で、老朽化した施設の維持管理に係る費用が増大することが予想
されることから、他会計補助金比率は上昇する見通しである。

○経常収支比率…経常費用が経常収益でどの程度賄えているかを示す数値で、100％以上が望ましいとされている。
○経費回収率…経営状況の健全性を示す数値で100％が良いとされている。
○他会計補助金比率…他会計からの繰入金への依存度を示す数値で低い方が良いとされている。
○有形固定資産原価償却率…資産の老朽化の程度を示すもので、高いほど老朽化が進んでいるとされている。
○企業債残高対料金収入比率…料金収入に対する企業債残高の割合を示す数値で低いほど良いとされている。

企業債残高対料金収入比率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載 　H29 50% 　H30 34% 　R01

2 



２．将来の事業環境

（１） 取扱高の見通し

○現状
　本市場で取り扱っている水産物は、小田原漁港や周辺漁港で水揚げされる水揚品（地魚）と消費地市場等を通して全国から運ば
れてくる搬入品（鮮魚、冷凍・塩干加工品）に大別される。近年、水揚品・搬入品ともに取扱量は減少傾向にある。一方、取扱金額は
やや減少から横ばい傾向にある。（図－１参照）

○取扱高の見通し
　本市場を含む卸売市場全体の流れとして、人口減少、市場外流通の進展、ライフスタイルの変化による消費量の低迷など、流通環
境の変化により、取扱量は減少傾向となっている。（図－１参照）
　取扱量の推計は、過去10年(H21～30)の実績から推計すると、すう勢値では令和７年には12,224ﾄﾝ、令和18年には11,728ﾄﾝまで減
少する見込みである。取扱金額については、取扱量の減少に伴い、すう勢値では令和７年には9,338百万円、令和18年には9,052百
万円まで減少する見込みである。（図－２参照）

※ 「すう勢値」…過去の実績値の増減傾向をもとに、同様の傾向で推移すると仮定した未来の予測値のこと

○本経営戦略の目標
　直近の実績では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等もあり、令和２年には10,439ﾄﾝまで落ち込む見込みである。（令和２年
度検討時）このような状況からの戦略展開となるため、まず５年後の令和７年までにすう勢値まで回復させることを目標とする。
　その後、取扱高増のための取組みの継続等により、取扱量を令和７年の目標水準を維持し、令和15年度に再整備施設の供用開
始を仮設定し、取り扱い品の衛生管理品質の高度化により令和18年度には12,384ﾄﾝに増加させていく目標とした。（表－１、図－２
参照）

 ※ 本経営戦略は市場再整備事業の整備費・整備スケジュール等を仮設定し計画を立案する

図－１ 小田原市公設水産地方卸売市場の取扱高の動向

取扱量

取扱金額
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  現状(H28～30 平均) Ｒ18 すう勢推計値 Ｒ18 目標値 対現状比 

取扱量 12,445 ﾄﾝ 11,728 ﾄﾝ 12,382 ﾄﾝ 0.5%減少に留める 

単価     763 円/kg    772 円/kg    812 円/kg 6.4%向上 

取扱金額    9,491 百万円    9,052 百万円   10,061 百万円 6.0%増加 

 

表－１ 取扱高の現状値と想定目標等一覧表

図－２ 取扱高動向の実績値、すう勢値、目標設定値
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全取扱量の実績･すう勢・目標設定

実績値 すう勢値 目標値

ﾄﾝ

※R2推計

11
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9,338 
9,481 

9,641 
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全取扱金額の実績・すう勢・目標設定
実績値 すう勢値 目標値

百万円

令和２年度は、取扱金額ベースで約76億円
まで減少と推計（前年度比88.2％）

※R2推計

11,728

9,052

※ すう勢値の算出方法

H21年～H30年までの10箇年の実績値により増減傾向の近似方程式を求め、目標年等の値を算定し

「すう勢値」としています。

増減傾向としては、増加傾向か減少傾向かに加え、直線的に傾向が持続する想定（直線回帰式）と、

徐々に傾向が収束していく想定（対数回帰式）があり得ますが、今回は、徐々に傾向が収束していく

想定（対数回帰式）で算定しています。
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（２）

○本市場の使用料収入は、「売上高割使用料」及び「施設使用料」で構成されている。
　売上高割使用料は、年間取扱高の推移に伴い変動し、施設使用料については、従前どおりと見込まれる。

　令和元年度を基準とした、16年後の使用料収入は以下のように見込む。（図－３参照）
　　売上高割使用料：R2年度　15,184千円（推計）⇒ R18年度　20,123千円 （＋32％）
　　施設使用料　　　：R2年度　21,800千円　　　　⇒ R18年度 　変動なし

○市場使用料
　条例及び規則に基づき、取扱金額の1,000分の2とする。
（取扱金額の目標値の考え方は前述のとおり）

○施設使用料
　条例及び規則に基づき、施設使用面積に応じた施設使用料とする。
　施設を利用するものに大きな変化はないため、施設使用料は従前通りが見込まれる。
　（現時点で再整備後の施設規模は同等規模としていることから、従前どおりの施設使用料が見込まれると仮定した）

使用料収入の見通し

図－３ 市場使用料の目標値推移
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（３）

　

（４）

施設の見通し

○本市場は、昭和43年に開設して以来、築50年余りが経過し、海風や塩害を受ける立地環境から施設の老朽化や耐震性能が不足
した状況になっている。また、衛生管理機能の欠如、狭隘な用地・施設による駐車場不足など様々な課題に直面しており、時代の
ニーズと齟齬が生じている。

○消費者に信頼される安全で安心な水産物供給地としての衛生管理型市場への整備を通じ、衛生管理体制の確立、水産流通拠点
機能の再構築と地域ブランド力や産地競争力の強化を図るため、再整備計画の検討を進めている。

○平成27年度に小田原市卸売市場審議会において、公設水産地方卸売市場の今後のあり方検討を実施し、市が継続して開設者と
なり再整備することが望ましいとの答申をいただいた。

○平成28年度から再整備事業の検討に入り、現在地に建て替えること、漁港の衛生管理レベル３を目指すこと、公民連携手法を検
討すること等を検討の基本方針としている。

○また、これまでの検討経過では、卸売市場機能を維持しながら再整備事業を行うに当たって、以下の２つの整備ケースが検討され
てきた。
　①全市場機能を一時移転できる仮設市場を確保し、既存施設の解体と再整備を一括で行うケース（図－４参照）
　②市場機能の1/2～1/3を一時移転できる仮設市場を確保し、既存施設の解体と再整備を分割して行うケース（図－５参照）
　ただし、仮設市場候補地については、実現可能性について更なる検討が必要となっている。

○本経営戦略では、既存施設の維持管理にかかる維持更新計画とともに、再整備計画にかかる事業スケジュールや事業費を仮設
定し、投資・財政計画を立案する。

組織の見通し

○開設者は小田原市で、卸売業者は株式会社小田原魚市場である。
　現在、水産市場の管理運営に携わる小田原市職員は２名、株式会社小田原魚市場の従業員は52名となっている。
○当面は現体制を維持するが、市場の再整備に当たって公民連携手法を検討する際に、指定管理者制度をはじめとする民間活力
の活用を検討し、運営体制のスリム化と職員配置の見直しを行っていくことを検討する。

図－４ 一括整備案

全市場機能を一時移転できる仮設市場を確保し、既存

施設の解体と再整備を一括で行うケース

図－５ 分割整備案

市場機能の1/2～1/3を一時移転できる仮設市場を確

保し、既存施設の解体と再整備を分割して行うケース
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３．経営の基本方針

○今後のあり方
　神奈川県西部地域の流通拠点として、相模湾西部～伊豆半島東岸で水揚げされる高鮮度な水揚品（地魚）を集荷し、地域漁業を
支えるとともに、小田原を中心とした神奈川県西部地域の住民及び来訪者に、安全・安心な水産物を供給する役割を担うものとす
る。

○スローガンと４つの柱
　「地域が潤い、豊かになる、にぎわい水産市場」　（平成27年度の答申に示された今後の整備のあり方のコンセプト）
　①　賑わいのある生産・消費の拠点市場
　②　安心・安全な水産物の供給市場
　③　適正な市場取引と経営の近代化された市場
　④　未来に向かって持続可能な市場

○役割分担と連携の基本方針
　水産市場は、生産者・卸売業者・買受人・開設者（小田原市）がそれぞれの立場で、それぞれの役割をしっかり担い、協力・連携し
ていきます

　「新鮮な地魚を水揚げします」
　　生産者は、相模湾の多種多様で高鮮度な地魚を水揚げし、安心・安全・鮮度管理を徹底してこだわります

　「多様な水産物を集荷します」
　　卸売業者は、地魚とともに全国から水産物を集荷し、需要に応じた利便性の高い売場を形成します
 
　「目利きを生かし届けます」
　　買受人は、目利きを生かし、良い商品を適正な価格で取引し、適切な鮮度管理で取り扱った商品を消費者の元へ届けます
 
　「適正かつ健全に運営します」
　　開設者は、市場の取引業務及び施設使用の適正かつ健全な運営を行うとともに、市場施設の再整備を引き続き検討します
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

（収支計画の考え方）
・既存施設のまま管理運営を行うベース収支案と、再整備事業を行う収支案（一括・分割）の３案を立
案する

・ベース収支案では、既存施設を管理する上で必要な電気・機械設備等（ポンプや受変電施設、立体
駐車場の改修等）の更新を想定する

・これに加え、再整備収支案では、一括・分割整備の各事業費を仮設定し、年度ごとに振り分ける。再
整備事業については、開始時期の変動や整備手法（一括・分割）の決定など、今後の見直しに柔軟に
対応することとする。

（計画期間の考え方）
・ベース収支案では、既存施設での管理運営となることから、電気・機械設備等の更新計画を反映さ
せた令和12年度までの投資・財政計画とする

・再整備収支案では、新市場稼働後３年で目標取扱金額100億円の達成を設定する一括整備案をモ
デルとし、令和18年度までの期間とする

・以下の３パターンの収支案を作成する。
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○収支計画のベースとなる決算額の概要（H26～H30）

［市場会計の現状］

１）市場特別会計（水産の歳入概要）〈平成26～30年度の５箇年平均（千円）〉

２）市場特別会計（水産の歳出概要）〈平成26～30年度の５箇年平均（千円）〉

（参考）平成６年度に立体駐車場建設のため借り入れた地方債は、令和元年度に返済が終了
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○収入と支出（歳入と歳出）の考え方
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すう勢値 目標値

百万円

① ② ③

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標値（案）の考え方】 

①Ｒ２の落ち込み（コロナ禍影響）に対し、直近の回復傾向を考慮し、 

経営戦略の経営方針・行動計画により、Ｒ７までにすう勢値（約 93 億円）まで回復 

 

②新市場稼働をＲ15※と仮に位置づけ、R15 まで漸増（ → 約 95 億円） 

※一括整備の場合 

 

③新市場稼働後、行動計画を適切に実施し、３年で目標額 100 億円を目指す 

 

一括整備案モデル

［歳入・歳出の考え方の整理］

１）歳入の考え方

２）歳出の考え方

○過去５箇年の決算額をベースに、３パターンの事業費を想定します。

※新市場稼働後の維持管理費は取扱量の増加に応じて増大（特に光熱費）すると想定
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①ベース収支案に加える維持更新計画（日常の維持管理費に加算される機械電気設備等の更新費）
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　・維持更新計画に加え、再整備費用を想定
　　　　　　（一括整備のケース、分割整備のケースについて事業費を仮設定）

国庫補助金・・・国から地方自治体に交付する資金 

地 方 債・・・地方公共団体が資金調達するための借入金 

将来利用する市民の皆さんにも経費の一部を負担することが公

平であるとの考えにより、後年度の返済を考慮して借り入れし

ます。償還期間は 30 年間（据え置き期間は５年間） 

 一 般 財 源・・・使い道が決まっていない、自由に使える収入 

 

③分割整備パターン：スケジュールと年度事業費を仮設定

②一括整備パターン：スケジュールと年度事業費を仮設定
（単位：百万円） 

年度 1 年目 2 年目 3 年目 4 年目 5 年目 6 年目 7 年目 8 年目 

基本構想等 

仮設市場関連 

既存施設撤去 

計画施設建設 

     

  

 

整備事業費 2 3 25 25 1 34 553 251 

 

年度 9 年目 10 年目 11 年目 12 年目 13 年目 14 年目～ 

基本構想等 

仮設市場関連 

既存施設撤去 

計画施設建設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備事業費 
 

542 
 

1,245 
 

1,575 
 

1,057 
 

121 
＋8 

(維持管理費増分) 

 
＋8 

(維持管理費増分） 

 

庁内調整等 基本構想等 基本計画等 仮設施設建設

既存撤去 

設計等 

既存撤去 

設計等 

仮設撤去 

新市場稼働 
建設 

（単位：百万円） 

年度 1 年目 2 年目 3 年目 4 年目 5 年目 6 年目 7 年目 8 年目 

基本構想等 

仮設市場関連 

既存施設撤去 

計画施設建設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備事業費 2 3 25 25 1 26 344 196 

 

年度 9 年目 10 年目 11 年目 12 年目 13 年目 14 年目 15 年目～ 

基本構想等 

仮設市場関連 

既存施設撤去 

計画施設建設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備事業費 353 1,138 1,178 723 1,535 140 ＋8 
(維持管理費増分） 

 

庁内調整等 基本構想等 基本計画等 仮設施設建設

既存撤去 

設計等 

既存撤去 

設計等 

既存撤去 

建設 

仮設撤去 

新市場稼働 

□ 再整備全体事業費の仮設定                 （単位：億円） 

整備手法 事 業 費 
財  源 

国庫補助金 地方債 一般財源 

② 一括整備 54.4 21.9 25.4 7.1 

③ 分割整備 56.9 24.8 25.8 6.3 
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

・市場使用料及び施設使用料については、現行の使用料率を採用
・行動計画の着実な履行により取扱金額の増大を目指し、市場使用料収入の向上を目指す
・施設再整備に当たっては、国庫補助及び地方債の活用を想定
・繰入金の最小化を目指して、収入の向上策を実施

・以下を実施することで、収入の向上を図る

◇経営の基本方針に基づく、市場関係者の行動計画の着実な履行
　（取扱金額100億円の目標達成とそれに伴う市場使用料の増大）

【本市場のＳＷＯＴ分析を踏まえた行動計画】
　①高鮮度な地魚を生かしたブランド化、取扱品全体のイメージ向上
　②多様な品揃えを生かした市場の知名度向上
　③買受人の販売力強化
　④新たな買受人の確保
　⑤衛生管理の強化、コールドチェーンの確保
　⑥BCP（事業継続計画）の推進
　⑦運営コストの削減
　⑧圏央道開通を生かしたマーケットの拡大（県央・北関東方面等）
　⑨家庭内食やお取り寄せを意識した商品開発･販売力強化
　（小田原産ブランド水産物を原料とした商品開発、簡易調理製品化、高級製品化、産地での加工能力向上等）
　⑩販売力のある地魚、冷凍品、加工品等の強化
　⑪大型小売店への販売強化
　⑫経営戦略の策定（課題に対する行動計画、投資財政計画の立案等）
　⑬施設再整備の検討継続

◇新たな収益の確保
　（市場周辺の観光客をターゲットに、再整備施設の駐車場の有料化を検討）

◇繰入金の見直し
　（再整備事業の際に繰入金を増額）

・人件費等の投資以外の経費については、原則として過去５箇年の平均値を使用して試算する
・再整備事業を仮設定した収支計画では、収支ギャップが発生するため、収支ギャップを埋めるための対応策として、以下を行う。
◇維持管理費の削減
　（取扱量に応じて増加する光熱水費に対して５％の節電目標を設定し実施）

○収支ギャップへの対応のイメージ

※一括整備パターンの地方債償還額がピークに近い年を想定

（分割整備の場合も大きな差異は無い）

※対策実施前の繰入金は過去５箇年平均（H27～R1）23,400千円で固定
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（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

投 資 の 平 準 化
既存施設の運営に必要なポンプや受変電施設、立体駐車場については、計画的な施設改修に取り
組むことで、投資の平準化を図る。
再整備事業についても、計画的な整備、補助や公債の活用により、投資の平準化を図る。

市場施設の再整備を機会に、駐車場の有料化を行うことで収入増加を目指す。

広 域 化
神奈川県西部地域の流通拠点として、今後も相模湾西部～伊豆半島東岸で水揚げされる高鮮度な
水揚品（地魚）の集荷機能を維持していく。

そ の 他 の 取 組

使 用 料

収支ギャップのさらなる解消に向けて、以下のような支出削減、収入増加策を検討していく
（コスト削減策）
　・.維持管理費の更なる削減：太陽光発電と蓄電池を用いた基本料金の低減等
　・.整備費の抑制：動線や配置の工夫による施設規模の縮減、建築材料の軽量化や
　　建築部材の規格化、既存建屋の活用による仮設施設の縮減等の工夫による整備費の抑制
　・PPP/PFIの活用による建設・維持管理・運営コストの削減
（収益施設の導入）
　・PPP/PFIの活用等により収益施設を導入、賃貸収入等による収入増大
これらの対策の検討を踏まえた上で、なお収支ギャップ解消がされない場合には市場使用料等の見
直しによる収入増大策を検討する必要がある。

民 間 活 用
再整備事業における公民連携手法の検討の際に、指定管理者制度や、ＰＰＰ/ＰＦＩ等の更なる民間活
用について検討を進める。

職 員 給 与 費
再整備事業における公民連携手法の検討の際に、指定管理者制度や、ＰＰＰ/ＰＦＩ等の更なる民間ノ
ウハウの導入について検討を進める中で、人件費についても見直しを行う。

そ の 他 の 取 組

そ の 他 の 取 組

委 託 料
再整備事業における公民連携手法の検討の際に、指定管理者制度や、ＰＰＰ/ＰＦＩ等の更なる民間ノ
ウハウの導入について検討を進め、施設の維持管理費の最小化を目指す。

管 理 運 営 費
再整備施設は衛生管理型の施設が想定され光熱水費等の増加が予想されるが、５％の節電目標
や、太陽光発電・蓄電池等を用いた基本料金の低減等について検討し、管理運営費の削減を目指
す。

企 業 債
投資・財政計画に基づき、財政担当課等と連携しながら、効率的な施設整備や改修を行うための適
切な企業債の借入を検討する。

繰 入 金
行動計画の着実な履行やコスト削減、新たな収益の確保等の収支ギャップ解消策を実施することで、
一般会計からの繰入金の最小化を目指す。

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組
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５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　○ＰＤＣＡサイクルイメージ

公営企業として実施す
る

必 要 性

・水産物の生産拠点、産地市場、広範囲な消費地市場としての役割がある。
・地域産業（漁業、流通等）への影響が大きく、今後とも機能の保持が必要である。
・多様な関係者と連携を図りながら水産振興をする上で行政の役割が重要である。
・信頼性、公正性、継続性、安定性、安全性、機能面において公的機関の監視・指導の担保が必要で
ある。

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

・経営戦略は、長期的な視点に立った計画であり、今後の社会情勢や取り巻く環境の変化等により、
計画の見直しが必要になる場合がある。
・そのため、開設者は定期的な進捗確認を行い、環境変化に対応しているかをチェックし軌道修正を
行えるよう、ＰＤＣＡサイクルによる進行管理を行う。
・計画の見直しは概ね５年毎又は再整備事業の検討の進捗により設定条件が大きく変化した場合な
どに行う。

事業の意義、提供する
サービス自体の必要性

・小田原市（令和２年８月人口約19万人）を中心とした神奈川県西部域（３市９町約53万人）に対し、地
魚に加え多様な水産物を安定的に供給するうえで重要な役割を果たしている。
・水産市場の取扱量は減少傾向にあるものの、なお約12,000ﾄﾝ、約90億円（平成30年度）の取扱量・
金額がある。
・約500人と多数の買受人がおり、水揚品の集荷範囲は神奈川県平塚から伊豆半島の東海岸全域に
及んでおり、相模～伊豆の高鮮度な地魚を神奈川県民や来訪者に提供する重要な役割を果たしてい
る。
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画：① ベースパターン）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 79,919 87,137 73,344 76,607 76,248 75,252 75,457 75,458 74,457 72,857 70,658 72,159 72,159

（１） (B) 55,907 56,125 52,884 53,587 54,288 54,987 55,682 56,376 56,408 56,444 56,480 56,516 56,552

ア 40,191 39,205 36,984 37,687 38,388 39,087 39,782 40,476 40,508 40,544 40,580 40,616 40,652

イ (C)

ウ 15,716 16,920 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900

（２） 24,012 31,012 20,460 23,020 21,960 20,265 19,775 19,082 18,049 16,413 14,178 15,643 15,607

ア 24,000 31,000 20,460 23,020 21,960 20,265 19,775 19,082 18,049 16,413 14,178 15,643 15,607

イ 12 12

２ (D) 70,487 77,284 70,500 70,500 75,500 70,500 70,658 70,658 70,658 70,658 70,658 70,658 70,650

（１） 68,335 75,013 68,200 68,200 73,200 68,200 68,200 68,200 68,200 68,200 68,200 68,200 68,200

ア 16,482 18,357 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100

イ 51,852 56,656 51,100 51,100 56,100 51,100 51,100 51,100 51,100 51,100 51,100 51,100 51,100

（２） 2,152 2,271 2,300 2,300 2,300 2,300 2,458 2,458 2,458 2,458 2,458 2,458 2,450

ア 442 193 158 158 158 158 158 158 150

イ 1,710 2,078 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300

３ (E) 9,433 9,852 2,844 6,107 748 4,752 4,800 4,800 3,800 2,200 1,501 1,509

1 (F) 66,500

（１） 31,500

（２）

（３）

（４）

（５） 35,000

（６）

（７）

２ (G) 6,838 7,898 8,000 70,000 4,800 4,800 3,800 2,200 1,501 1,509

（１） 432 1,243 8,000 70,000 4,800 4,800 3,800 2,200

（２） (H) 6,406 6,655 1,501 1,509

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 6,838 △ 7,898 △ 8,000 △ 3,500 △ 4,800 △ 4,800 △ 3,800 △ 2,200 △ 1,501 △ 1,509

(J) 2,595 1,954 2,844 △ 1,893 748 1,252

(K)

(L) △ 5,500 △ 2,905 △ 951 1,893 748 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

(M)

(N) △ 2,905 △ 951 1,893 748 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

(O)

(P) 1,893 748 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

(Q) △ 2,905 △ 951

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 55,907 56,125 52,884 53,587 54,288 54,987 55,682 56,376 56,408 56,444 56,480 56,516 56,552

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 6,655 31,500 31,500 31,500 31,500 31,500 31,500 29,999 28,490

○他会計繰入金

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

24,000 31,000 20,460 23,020 21,960 20,265 19,775 19,082 18,049 16,413 14,178 15,643 15,607

20,500 22,504 20,460 20,460 21,960 20,265 19,775 19,082 18,049 16,413 14,178 15,643 15,607

3,500 8,496 2,560

24,000 31,000 20,460 23,020 21,960 20,265 19,775 19,082 18,049 16,413 14,178 15,643 15,607

※現施設の維持更新計画は、市場再整備事業の開始前の令和３年度から令和９年度に仮設定
※地方債償還額は令和５年度の立体駐車場耐震補強工事費の借入金に対する償還のため、翌年の令和６年度から発生

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

R9 R10 R11 R12R3 R4 R5 R6 R7 R8

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算定 した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

本年度

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６ 条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

103.1 100.0 100.0 100.0108.7 101.0 106.7 106.8 106.8 105.4収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 103.9 103.8 104.0

赤 字 比 率 （ ×100 ） △ 5.2 △ 1.7

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

R6 R7

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

R8 R9 R10 R11 R12本年度 R3 R4 R5

収 支 差 引 (A)-(D)

収
益
的
支
出



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画：② 一括整備パターン）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 79,919 87,137 76,284 67,666 78,500 95,500 95,658 71,658 104,658 85,658 131,632 99,254 100,407 103,143 136,620 95,300 90,533 90,427 90,277

（１） (B) 55,907 56,125 52,884 53,587 54,288 54,987 55,682 56,376 56,408 56,444 56,480 56,516 56,552 56,587 56,623 56,662 56,982 57,402 57,823

ア 40,191 39,205 36,984 37,687 38,388 39,087 39,782 40,476 40,508 40,544 40,580 40,616 40,652 40,687 40,723 40,762 41,082 41,502 41,923

イ (C)

ウ 15,716 16,920 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900

（２） 24,012 31,012 23,400 14,079 24,212 40,513 39,975 15,282 48,249 29,213 75,152 42,738 43,856 46,555 79,997 38,638 33,551 33,025 32,454

ア 24,000 31,000 23,400 14,079 24,212 40,513 39,975 15,282 48,249 29,213 75,152 42,738 43,856 46,555 79,997 25,638 20,551 20,025 19,454

イ 12 12 13,000 13,000 13,000 13,000

２ (D) 70,487 77,284 70,500 72,500 78,500 95,500 95,658 71,658 104,658 85,658 131,632 99,254 100,407 103,143 136,620 95,300 90,533 90,427 90,277

（１） 68,335 75,013 68,200 70,200 76,200 93,200 93,200 69,200 102,200 83,200 127,200 94,200 94,200 94,200 124,200 80,635 75,515 75,515 75,515

ア 16,482 18,357 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100

イ 51,852 56,656 51,100 53,100 59,100 76,100 76,100 52,100 85,100 66,100 110,100 77,100 77,100 77,100 107,100 63,535 58,415 58,415 58,415

（２） 2,152 2,271 2,300 2,300 2,300 2,300 2,458 2,458 2,458 2,458 4,432 5,054 6,207 8,943 12,420 14,665 15,018 14,912 14,762

ア 442 193 158 158 158 158 2,132 2,754 3,907 6,643 10,120 12,365 12,718 12,612 12,462

イ 1,710 2,078 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300

３ (E) 9,433 9,852 5,784 △ 4,834

1 (F) 8,000 70,000 4,800 4,800 3,800 540,200 192,000 517,501 1,220,509 1,550,517 1,002,524 132,397 21,166 30,015 50,819

（１） 31,500 394,800 124,500 232,200 548,550 697,050 450,450 87,000

（２） 8,000 3,500 4,800 4,800 3,800 130,900 35,000 27,301 62,459 78,967 51,574 45,397 21,166 30,015 50,819

（３）

（４）

（５） 35,000 14,500 32,500 258,000 609,500 774,500 500,500

（６）

（７）

２ (G) 6,838 7,898 8,000 70,000 4,800 4,800 3,800 540,200 192,000 517,501 1,220,509 1,550,517 1,002,524 132,397 21,166 30,015 50,819

（１） 432 1,243 8,000 70,000 4,800 4,800 3,800 540,200 192,000 516,000 1,219,000 1,549,000 1,001,000 116,000

（２） (H) 6,406 6,655 1,501 1,509 1,517 1,524 16,397 21,166 30,015 50,819

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 6,838 △ 7,898

(J) 2,595 1,955 5,784 △ 4,834

(K)

(L) △ 5,500 △ 2,905 △ 950 4,834

(M)

(N) △ 2,905 △ 950 4,834

(O)

(P) 4,834

(Q) △ 2,905 △ 950

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 55,907 56,125 52,884 53,587 54,288 54,987 55,682 56,376 56,408 56,444 56,480 56,516 56,552 56,587 56,623 56,662 56,982 57,402 57,823

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 6,655 0 0 0 0 31,500 31,500 31,500 31,500 426,300 550,800 781,499 1,328,540 2,024,073 2,472,999 2,543,603 2,522,436 2,492,421 2,441,602

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

24,000 31,000 23,400 14,079 24,212 40,513 39,975 15,282 48,249 29,213 75,152 42,738 43,856 46,555 79,997 25,638 20,551 20,025 19,454

20,500 22,504 20,460 14,079 22,860 27,960 27,960 15,282 30,660 24,960 38,160 28,260 28,260 28,260 37,260 24,190 20,551 20,025 19,454

3,500 8,496 2,940 1,352 12,553 12,015 17,589 4,253 36,992 14,478 15,596 18,295 42,737 1,447

8,000 3,500 4,800 4,800 3,800 130,900 35,000 27,301 62,459 78,967 51,574 45,397 21,166 30,015 50,819

751 755 758 762 8,198 10,583 15,007 25,409

8,000 3,500 4,800 4,800 3,800 130,900 35,000 26,551 61,705 78,208 50,812 37,198 10,583 15,007 25,409
24,000 31,000 23,400 22,079 24,212 44,013 44,775 20,082 52,049 160,113 110,152 70,040 106,315 125,522 131,571 71,034 41,717 50,040 70,273

※施設再整備については、令和４年度から基本構想に着手した場合を設定し投資財政計画を立案
※再整備費は、地方債を活用し償還期間を令和46年度までと設定する

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

R13 R14 R15 R16 R17 R18R7 R8 R9 R10 R11 R12

地 方 債 残 高

本年度 R3 R4 R5 R6

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法 施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算定 し た
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

81.1 75.1 64.0100.0 98.5 98.5 98.6 98.9 85.3100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 103.9 103.8 108.2 93.3

赤 字 比 率 （ ×100 ） △ 5.2 △ 1.7

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 差 引 (A)-(D)

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

R17 R18R8 R9 R10 R11 R12 R13本年度 R3 R4 R5 R6 R7 R14 R15 R16

新市場稼働



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画：③ 分割整備パターン）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 79,919 87,137 76,284 67,666 78,500 95,500 95,658 71,658 96,658 80,658 104,632 89,254 90,407 123,143 96,620 98,865 109,218 90,547 90,277

（１） (B) 55,907 56,125 52,884 53,587 54,288 54,987 55,682 56,376 56,408 56,444 56,480 56,516 56,552 56,587 56,623 56,662 56,982 57,402 57,823

ア 40,191 39,205 36,984 37,687 38,388 39,087 39,782 40,476 40,508 40,544 40,580 40,616 40,652 40,687 40,723 40,762 41,082 41,502 41,923

イ (C)

ウ 15,716 16,920 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900

（２） 24,012 31,012 23,400 14,079 24,212 40,513 39,975 15,282 40,249 24,213 48,152 32,738 33,856 66,555 39,997 42,203 52,236 33,145 32,454

ア 24,000 31,000 23,400 14,079 24,212 40,513 39,975 15,282 40,249 24,213 48,152 32,738 33,856 66,555 39,997 42,203 52,236 20,145 19,454

イ 12 12 13,000 13,000

２ (D) 70,487 77,284 70,500 72,500 78,500 95,500 95,658 71,658 96,658 80,658 104,632 89,254 90,407 123,143 96,620 98,865 109,218 90,547 90,277

（１） 68,335 75,013 68,200 70,200 76,200 93,200 93,200 69,200 94,200 78,200 100,200 84,200 84,200 114,200 84,200 84,200 94,200 75,635 75,515

ア 16,482 18,357 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100 17,100

イ 51,852 56,656 51,100 53,100 59,100 76,100 76,100 52,100 77,100 61,100 83,100 67,100 67,100 97,100 67,100 67,100 77,100 58,535 58,415

（２） 2,152 2,271 2,300 2,300 2,300 2,300 2,458 2,458 2,458 2,458 4,432 5,054 6,207 8,943 12,420 14,665 15,018 14,912 14,762

ア 442 193 158 158 158 158 2,132 2,754 3,907 6,643 10,120 12,365 12,718 12,612 12,462

イ 1,710 2,078 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300

３ (E) 9,433 9,852 5,784 △ 4,834

1 (F) 8,000 70,000 4,800 4,800 3,800 336,200 164,000 338,501 1,123,509 1,133,517 708,524 1,529,670 128,372 20,153 39,265

（１） 31,500 242,700 96,900 151,650 504,900 509,400 318,150 683,550 75,000

（２） 8,000 3,500 4,800 4,800 3,800 80,500 23,600 18,351 57,609 58,117 36,874 86,620 35,872 20,153 39,265

（３）

（４）

（５） 35,000 13,000 43,500 168,500 561,000 566,000 353,500 759,500 17,500

（６）

（７）

２ (G) 6,838 7,898 8,000 70,000 4,800 4,800 3,800 336,200 164,000 338,501 1,123,509 1,133,517 708,524 1,529,670 128,372 20,153 39,265

（１） 432 1,243 8,000 70,000 4,800 4,800 3,800 336,200 164,000 337,000 1,122,000 1,132,000 707,000 1,519,000 114,000

（２） (H) 6,406 6,655 1,501 1,509 1,517 1,524 10,670 14,372 20,153 39,265

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 6,838 △ 7,898

(J) 2,595 1,955 5,784 △ 4,834

(K)

(L) △ 5,500 △ 2,905 △ 950 4,834

(M)

(N) △ 2,905 △ 950 4,834

(O)

(P) 4,834

(Q) △ 2,905 △ 950

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 55,907 56,125 52,884 53,587 54,288 54,987 55,682 56,376 56,408 56,444 56,480 56,516 56,552 56,587 56,623 56,662 56,982 57,402 57,823

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 6,655 0 0 0 0 31,500 31,500 31,500 31,500 274,200 371,100 521,249 1,024,640 1,532,523 1,849,149 2,522,029 2,582,658 2,562,504 2,523,240

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

24,000 31,000 23,400 14,079 24,212 40,513 39,975 15,282 40,249 24,213 48,152 32,738 33,856 66,555 39,997 42,203 52,236 20,145 19,454

20,500 22,504 20,460 14,079 22,860 27,960 27,960 15,282 28,260 23,460 30,060 25,260 25,260 34,260 25,260 25,260 28,260 20,145 19,454

3,500 8,496 2,940 1,352 12,553 12,015 11,989 753 18,092 7,478 8,596 32,295 14,737 16,943 23,976

8,000 3,500 4,800 4,800 3,800 80,500 23,600 18,351 57,609 58,117 36,874 86,620 35,872 20,153 39,265

751 755 758 762 5,335 7,186 10,077 19,632

8,000 3,500 4,800 4,800 3,800 80,500 23,600 17,601 56,855 57,358 36,112 81,285 28,686 10,077 19,632
24,000 31,000 23,400 22,079 24,212 44,013 44,775 20,082 44,049 104,713 71,752 51,090 91,465 124,672 76,871 128,823 88,108 40,299 58,719

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

※施設再整備については、令和４年度から基本構想に着手した場合を設定し投資財政計画を立案
※再整備費は、地方債を活用し償還期間を令和46年度までと設定する

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

R15 R16 R17 R18R9 R10 R11 R12 R13 R14R3 R4 R5 R6 R7 R8

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算定 し た
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

本年度

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法 施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

90.3 88.4 81.8 69.7100.0 100.0 98.3 98.4 98.8 98.493.3 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 103.9 103.8 108.2

赤 字 比 率 （ ×100 ） △ 5.2 △ 1.7

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

R14 R15 R16 R17 R18R8

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

R9 R10 R11 R12 R13本年度 R3 R4 R5 R6 R7

新市場稼働
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小田原城天守閣事業経営戦略について 

 

１ 経営戦略の策定にあたって 

現在、小田原城天守閣事業は、文化施設と観光施設の両面の価値を最大化しつつ、

将来にわたり安定した事業経営に向け取り組んでいる。 

このような中、総務省からは、各公営企業が直面している様々な課題や求められ

る機能・役割の変化を踏まえ、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を目的に、

中長期的な視点を持った「経営戦略」を策定することが求められている。 

そこで、国から示されている「経営戦略策定ガイドライン」に基づき、現在の取

組方針などを明文化した「小田原城天守閣事業経営戦略」を策定する。 

 

２ 小田原城天守閣事業経営戦略（案）の概要  

（1）対象施設  

   小田原城天守閣、常盤木門及び小田原城歴史見聞館 

（小田原城天守閣事業特別会計対象施設） 

 

 （2）計画期間  

   令和３年度（2021 年度）から令和 12 年度（2030 年度）まで 

 

（3）将来の事業環境 

ア 入館者数及び利用料金収入の見通し 

令和２年度（2020 年度）、令和３年度（2021 年度）は、新型コロナウイル

ス感染拡大の影響による減少を見込むが、令和４年度（2022 年度）からは、

令和元年度(2019 年度)に近い水準に戻ると推計する。 

   イ 施設の見通し    

平成 28 年度（2016 年度）に小田原城天守閣の耐震化に伴うリニューアル

や常盤木門の展示改修を完了したほか、令和元年度（2019 年度）には小田原

城歴史見聞館の大規模改修を完了しており、当面は、定期的な展示改修や経

年劣化などに対する小規模修繕を行っていく。 

 

（4）経営の基本方針 

小田原城天守閣事業は、指定管理者制度によって運営しており、利用料金収入

から、指定管理者による各施設の管理経費と指定管理者が市の特別会計へ繰り

入れる納付金を賄っていることから、利用料金収入を確保していくことが持続

的な運営を行ううえで最も重要となっている。 

このため、歴史や文化に関する理解を深めることや適切に施設管理を行うこ

とに加え、入館者数を最大限確保できるよう、指定管理者と協力し、次のことを

資料５ 
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経営の基本方針として取り組んでいく。 

〇 施設の適切な維持管理と観光及び文化的な価値の維持・向上 

〇 顧客満足度の高いサービスの提供と効率的で効果的な管理運営 

〇 市民の歴史的、文化的な理解の増進と効果的な魅力の伝達 

〇 効果的なＰＲによる集客と地域経済の活性化の推進 

〇 利用者や従業員が安心できる環境整備 

  

（5）投資・財政計画 

   ア 投資について 

施設の有している観光及び文化的な価値の維持、向上のため、適切な時期

に展示改修、維持修繕を実施する。 

  

   イ 財源について 

小田原城天守閣事業特別会計の歳入は、指定管理者からの納付金が主な財

源であることから、その原資となる利用料金収入を確保していくことが必要

となる。このため、展示改修のほか、指定管理者と協力して、プロモーション

事業、サービスの向上、魅力的な特別展覧会などを実施し、年間の天守閣入

館者数 56 万人を目標に集客する。 

 

（6）事後検証・改定 

毎月の指定管理者からの報告を基に進捗管理を実施するとともに、毎年度決

算期に年度単位の進捗管理を実施し、本経営戦略の事後検証を行う。 

計画期間を 10 年としているが、事業をとりまく社会経済情勢の変化等により

必要な場合、随時見直す。 

 

３ 市民意見の募集結果について 

（1）意見募集の期間 

令和３年（2021 年）３月 15 日（月）から令和３年４月 13 日（火）まで 

 

（2）提出された意見数（提出者数） 

    ３件（２人） 
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（3）提出意見の内容 

    パブリックコメントで提出された意見の内容とそれに対する市の考え方は、

次のとおり。 

  〈総括表〉 

区分 意見の考慮の結果 件  数 

Ａ 意見を踏まえ、政策等に反映したもの ０ 

Ｂ 意見の趣旨が既に政策等に反映されているもの ０ 

Ｃ 今後の検討のために参考とするもの １ 

Ｄ その他（質問など） ２ 

 

  〈具体的な内容〉 

ア 小田原城天守閣事業経営戦略に関すること。 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方 

１ 本経営戦略に記載してい

る歴史や文化は、どこの

時代と何の文化を指して

いるのか。また、小田原市

内に放置されている歴史

的、文化的な資産をもっ

と活用し、小田原城を魅

力あるものに変えて、収

支の改善や増加を図るべ

きではないのか。 

Ｃ 本経営戦略に記載している歴史や文

化は、主に小田原城や歴代城主に関

するものになりますが、それ以降も

現代に至るまで小田原城に関係する

全ての内容を対象としております。 

小田原市内の歴史や文化的な資産に

ついては、小田原城を紹介するうえ

で有効なものは活用を検討し、小田

原城の魅力を高めていきたいと考え

ています。 

 

イ その他、小田原城址公園に関すること。 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方 

１ 樹木が支障となり、周辺から

天守閣が見えないなど、樹木

管理や清掃が疎かになって

いる。小田原城天守閣・常盤

木門・小田原城歴史見聞館

（以下、「天守閣他２施設」

という。）と城址公園は不可

分の関係であるため、城址公

園内の樹木管理や清掃もし

っかりと行うべきである。 

 

Ｄ 本経営戦略は、天守閣他２施設を対象

としており、城址公園内の樹木管理や

清掃については、直接の対象となって

おりませんが、城址公園と天守閣他２

施設は、一体となって利用されている

ため、樹木管理や清掃についてもしっ

かりと取り組んでいくことが大切であ

ると考えています。 
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２ 城址公園内へのカフェの誘

致などにより、ゆっくりと滞

在できる場所を確保し、これ

を活用することで常盤木門

等への誘客につなげること

はできないのか。 

 

Ｄ 天守閣他２施設を除く城址公園の整備

や活用については、本経営戦略の直接

の対象にはなってはおりませんが、常

盤木門等と城址公園は、一体となって

利用されており、利用者に満足いただ

くため、城址公園の整備や活用と連携

して取り組んでいくことが大切である

と考えています。 

 

 

４ 今後のスケジュール 

建設経済常任委員会への報告終了後、本経営戦略を策定し、令和３年（2021 年）

７月にホームページ等で市民に周知する予定。 
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歴史的風致形成建造物（皆春荘・旧松本剛吉別邸）について 
 

本市では、歴史的風致形成建造物の保全・活用を進めており、皆春荘（板橋地区）・

旧松本剛吉別邸（南町地区）については、実施していた耐震等改修工事が完了した。 

今後は、散策のレストスペース（公園的機能）や観光交流を促進する拠点施設とし

て、庭園等を整備し、公開していく予定である。 
 
 

１ 工事完了日 

 【皆春荘】     令和３年(2021年)５月 26日 

 【旧松本剛吉別邸】 令和３年(2021年)５月 28日 
 

２ 改修概要 

 【皆春荘】     主屋の耐震及び劣化箇所等の改修 

シロアリによる被害箇所の改修 

※表門の屋根葺き替え等は、庭園整備に併せ実施予定 
                

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

土台補強・ 
金具固定 

主屋外観 

資料６ 

壁 
シロアリ 
被害状況 

筋かい耐力壁 

土台 
シロアリ 
被害状況 

柱 
シロアリ 
被害状況 
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 【旧松本剛吉別邸】 主屋の耐震、茶室の構造補強及び劣化箇所等の改修 

シロアリによる被害箇所の改修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

梁補強・ 
金具固定 

外壁 

板張り 

交換 

筋かい耐力壁 

主屋外観 

梁・交換部材 

梁・既存部材 

土間コンク 
リート配筋 

外壁 
板張り 
交換 

梁 
シロアリ 
被害状況 

梁補強・ 
金具固定 

土台・交換部材 
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３ 執行額（予算額） 

 【工事請負費】     177,170,800円（177,180,000円） 

内訳                        （単位：円） 

項目 工種 内訳 合計 

皆春荘 

建築 69,899,500 

85,957,700 電気 7,696,700 

機械 8,361,500 

旧松本剛吉別邸 

建築 77,352,000 

91,213,100 電気 6,326,100 

機械 7,535,000 

 

４ 今後の予定 

  令和３年度（2021年度） 庭園調査、一般公開、管理運営委託事業者の選定 

  令和４年度（2022年度） 庭園整備に関する実施設計 

  令和５年度（2023年度） 庭園整備工事  

 

 

柱・既存部材 

柱・交換部材 柱・腐食部分 

屋根下地 
腐食状況 茶室外観 


